
自主的環境保全活動の取り組み状況

（事業所名）川崎重工業㈱明石工場

１ 環境保全活動に関する方針等

１－１ 環境保全活動に関する方針

基本方針

川崎重工は、「世界の人々の豊かな生活と地球環境の未来に貢献する“Global

Kawasaki”」というグループミッションの下で、地球環境保全のために、

①製品開発に当っては、省エネルギー・省資源・有害物質削減など、環境配慮を

徹底する。

②生産活動に当っては、高いレベルの環境保全設備・環境管理体制・従業員の環

境意識をもって環境負荷の低減を徹底する。

③地球環境を改善する、エネルギー・環境関連製品など、優れた環境ソリユーシ

ョン製品を提供する。

を基本姿勢として、世界の持続可能な発展に貢献していきます。

川崎重工は、1999年に制定した「環境憲章」を基本に、環境理念、環境経営、

環境配慮製品、環境配慮生産、環境コミュニケーションの5つの視点で具体的な環

境活動を展開し、環境経営の推進に取り組んでいます。

目標・計画・実施状況の公表方法

川崎重工の環境ならびに社会活動を広くステークホルダーにお伝えするため

に、1999年から毎年発行している「環境・社会報告書」にて公表し、当社ホーム

ページにも掲載しています。



１－２ 環境保全活動に関する組織体制
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２ 環境保全活動の実施状況等

１）汎用機カンパニー部門

項 目 取組結果 今後の取組計画

化学物質対策
●有害物質に よ

る土壌・地下水

汚 染 は 認 め ら

れなかった。

◆工場敷地内２箇所にて、年

２回、有害物質のﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ

を実施

●化学物質の漏洩

を未然に防止

化学物質対策
●VOC排出量を20

0 0年度比 3 5％

削 減 ( 2 0 0 8 年

度)

◆ ｷｼ ﾚﾝ等 VOCの排出量の削

減

◆PCB機器の適正保管

●2010年度のVOC排

出量を 2000年度

比30％削減

ｴﾈﾙｷﾞｰ対策

（地球温暖化防

止対策）

● ｴﾈﾙ ｷ ﾞ ｰ使用量

原 単 位 を 2005

年 度 比 11 ％ 削

減

● CO2 排 出 量 を

2005年度比

原単位10%削減

◆ｴﾈﾙｷﾞｰｾﾝﾀｰの効率運用

総合効率昨年度比4％ ｱｯ

ﾌﾟ

◆県条例による報告

●2008年-2012年度

の平均原単位を2

007年度比で 10%

削減

廃棄物対策
● 廃棄物排出量

を2000年度比
41%削減

◆分別の徹底とｾﾞﾛｴﾐｯｼｮﾝの

安定化

◆省資源・ﾘｻｲｸﾙの推進

◆ﾒｯｷ・塗装工程改善による廃

棄物削減

●2010年度の廃棄

物排出量を 2000

年度比で45%削減

ｸﾞﾘｰﾝ調達 ●製品含有環境負

荷物質の削減

◆ 自工会目標2007年末に達成
（鉛削減 水銀・ｶﾄﾞﾐｳﾑ・六

価ｸﾛﾑ全廃）

◆ REACH規制対応推進中

●世界的に拡大され

る環境負荷物質規

制に対応



環境ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽ

ﾃﾑ

● ISO14001 の 認

証取得

◆環境ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ認証取

得

汎用機ｶﾝﾊﾟﾆｰは

2000年2月25日に取得

●環境ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ

の運用

環境教育
●環境保全に関

する従業員教育

を実施

◆環境保全に関する社員研

修の実施

◆環境E-ﾗｰﾆﾝｸﾞ未受講者へ

のフォロー実施（96％）

◆社内報で啓発

●環境保全に関す

る従業員教育の

徹底

地 域 社 会 へ の

参画

●地域住民や行

政 が 行 う 環 境

保 全 活 動 に 参

加

◆事業場周辺の清掃活動

（年2回）

◆環境ﾌｫｰﾗﾑ、ｾﾐﾅｰへの出席

（26回） 

●地域住民や行政

が行う環境保全

活動に積極的に

参加する。

環境ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ ●環境情報の公開 ◆二輪車車種別環境情報をＨＰ

で公表

◆環境・社会報告書の発行

●持続可能な発展に

向けた企業姿勢・社

会貢献をｽﾃｰｸﾎﾙﾀﾞｰ

に情報公開



２）ガスタービン・ビジネスセンター部門

環境保全活動 取組結果 今後の取り組み計画

資源消費量の

削減

１）化学物質消費量

の削減

（2002 年度原単

位の 23%削減）

２）その他の資材消

耗品の削減

◆毎年度の目標原単位を設定

し、削減努力

◆PRTR 法届出物質の排出・移

動量の把握

◆ペーパーレス化の推進

◆紙類、事務用品のグリーン購

入の推進

2006 年度原単位と同

レベルを維持

2006 年度原単位と同

レベルを維持

廃棄物の削減

と適正処理

１）廃棄物の削減

（2002 年度原単

位の 12%削減）

２）廃棄物の適正処

理

◆ｼﾞｸﾛﾛﾒﾀﾝ回収装置の改善

◆法規制遵守のための教育・講

習の実施

◆法規制遵守状況確認のため

の内部監査

2006 年度原単位と同

レベルを維持

従業員への環境関連

教育の徹底

省エネルギー

の推進

１）省エネルギー推

進

（2002 年度ｴﾈﾙｷﾞ

ｰ 量 原 単 位 の

34%削減）

２）地球温暖化対策

等

（2002 年度 CO2

排出量原単位の

29%削減）

◆設備・機器の省エネ化の推進

◆ｸｰﾙﾋﾞｽﾞ、ｳｫｰﾑﾋﾞｽﾞ等の推進

◆燃料使用量の原単位削減

◆電力使用量の原単位削減

◆CO2 排出量の原単位削減

◆代替フロン機器調整・修理時

の冷媒回収

◆輸送エネルギーの削減努力

原単位で前年度実績

以下

CO2 排出量 2008 年

-2012 年の平均原単

位を 2007 年度比で

10％削減

環境汚染、騒音

公害の予防

１）環境汚染の予防

２）騒音公害及び苦

情の予防

◆水質、大気への排出物の削減

と適正処理

◆低周波音の削減

◆境界線上の法規制値遵守

◆周辺住民苦情予防と発生時

の誠意対応

環境汚染、騒音公害

の未然防止



環境保全活動 取組結果 今後の取り組み計画

リサイクルの

推進

１）ゼロエミッショ

ンの推進

(99.9％達成)

◆ 100%リサイクル化の推進

◆金属屑、紙類、油類の再生リ

サイクル化

ゼロエミッションの

推進

生産活動、製品

及びサービス

の環境影響評

価の仕組み作

り

１）生産活動の環境

影響評価の仕組

み作り

２）製品使用時の環

境影響評価の仕

組み作り

◆生産活動の環境影響の評価

の仕組み作り

◆製品使用時の環境影響評価

の仕組み作り

環境影響評価の仕組

み作りを推進



３）技術開発本部

項目 取組結果
今後の

取組計画

ｴﾈﾙｷﾞｰ対策

(地球温暖化

対策)

●ｴﾈﾙｷﾞｰ使用量2007

年度比 1.6 ％削

減

●CO2 排出量

2007 年度比 6.2%増加

（関電のＣＯ２換算係

数変更に伴う増加）

◆ｴﾈﾙｷﾞｰ使用状況の実態把握

◆省ｴﾈ機器投入による電力使用量削減

◆“もったいない”運動の実施

2008-2012年

度の原単位

平均で 2007

年度比 10％

削減

環境汚染の

予防

●環境汚染は認められ

なかった。

◆環境ﾘｽｸﾚﾋﾞｭｰ活動の推進

◆環境汚染防止対策の訓練実施

◆機械・装置評価委員会を通じて環境汚染

の有無を事前検証

◆工事用車両等のｱｲﾄﾞﾘﾝｸﾞｽﾄｯﾌﾟ推進

環境汚染発

生の未然防

止

有害化学物

質管理の強

化

●有害化学物質の流出

は認められなかった。

◆毒物・劇物管理規定運用

（現物確認実施等）

◆PRTR 法届出物質の排出・移動量把握

有害化学物

質流出の未

然防止

廃棄物の削

減と適正処

理

●廃棄物排出量

2007 年度比 9%増加

（実験場等の移動・再

編に伴い増加）

◆法規制遵守状況の確認

◆特定ﾌﾛﾝ使用機器廃却の適正処理

◆ﾍﾟｰﾊﾟﾚｽ会議実施

◆廃品の再利用化の推進

廃棄物再利

用の推進と

適正処理

環境ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

ｼｽﾃﾑ

●ＫＥＭＳｽﾃｯﾌﾟ１の

認証更新

◆ＫＥＭＳｽﾃｯﾌﾟ１にもとづき環境活動実

施

環境ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

ｼｽﾃﾑの運用

環境教育 ●環境保全に関する

従業員教育を実施

◆従業員・派遣者へ環境 E-ﾗｰﾆﾝｸﾞ実施 環境保全に

関する従業

員教育の徹

底


